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決算取締役会開催日 平成 18 年 5 月 17 日          中間配当制度の有無            有 
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１． 18 年 3 月期の業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

195,878   1.9 
192,160   9.1 

12,328   2.6 
12,011  28.6 

7,958   11.8 
7,118   49.2 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円     ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

3,135   27.0 
2,468  △21.9 

8.54 
7.87 

‐ 
‐ 

7.8 
7.7 

2.5 
2.3 

4.1 
3.7 

(注) ①期中平均株式数 18 年 3 月期  366,893,927 株       17 年 3 月期  313,418,971 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

3.00 
2.50 

0.00 
0.00 

3.00 
2.50 

1,101 
831 

35.1 
31.7 

2.5 
2.3 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

323,936 
307,817 

44,582 
35,485 

13.8 
11.5 

121.39 
106.62 

(注) ①期末発行済株式数   18 年 3 月期 367,247,780 株 17 年 3 月期 332,792,881 株 
     ②期末自己株式数     18 年 3 月期   320,031 株 17 年 3 月期   274,930 株 
 
２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成19 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

107,000 
220,000 

4,400 
9,000 

2,400 
5,000 

0.00 
――― 

――― 
3.00 
――― 
3.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 13 円 61 銭 

 

 

 
※予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 

 今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。 



  

比較品種別売上高

当期（H17.4～H18.3） 前期（H16.4～H17.3）      増     減

品            名 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額

ﾄﾝ 百万円 ﾄﾝ 百万円 ﾄﾝ 百万円

 ア   ル   ミ   板 322,128 120,339 334,171 120,337 △ 12,043 2

 ア  ル  ミ  押  出 48,725 30,366 51,524 29,760 △ 2,799 606

 ア ル ミ 圧 延 品 部 門 370,853 150,705 385,695 150,097 △ 14,842 608

 伸   銅   品   部   門 59,661 36,235 61,778 32,928 △ 2,117 3,307

 そ      の      他 ー 8,938 ー 9,135 ー △ 197

 合            計 ー 195,878 ー 192,160 ー 3,718

 (合計の内、輸出売上) (38,028) (32,645) (5,383)

％ ％

 輸   出   比   率 19.4 17.0

－　1　－



比較損益計算書
(単位：百万円)

当    期 前    期
  摘        要 (平成17.4～平成18.3) (平成16.4～平成17.3) 増     減

(経 常 損 益 の 部)

営 業 損 益 の 部

営  業  収  益 195,878  192,160  3,718  

売    上    高 195,878  192,160  3,718  

営  業  費  用 183,550  180,148  3,401  

売 上 原 価 172,274  169,306  2,967  

販売費・一般管理費 11,276  10,842  433  

営  業  利  益 12,328  12,011  317  

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益 1,333  1,226  107  

受取利息・配当金 797  649  148  

そ の 他 の 収 益 536  577  △ 41  

営 業 外 費 用 5,703  6,119  △ 415  

支 払 利 息 4,519  4,849  △ 329  

そ の 他 の 費 用 1,184  1,270  △ 85  

経   常   利   益 7,958  7,118  840  

(特 別 損 益 の 部)

特  別  利  益 53  176  △ 122  

土地収用補償金 ー  100  △ 100  

投資有価証券売却益 43  75  △ 32  

その他特別利益 10  ー  10  

特  別  損  失 1,650  3,966  △ 2,315  

過年度損益修正損 1,109  ー  1,109  

事 業 整 理 損 失 ー  659  △ 659  

固定資産売廃却損 401  697  △ 296  

子会社株式評価損 ー  2,501  △ 2,501  

その他特別損失 139  106  33  

税引前当期純利益 6,362  3,329  3,033  

法人税､住民税及び事業税 1,405  2,819  △ 1,413  

法人税等更正額 250  ー  250  

法人税等調整額 1,571  △ 1,958  3,529  

当  期  純  利  益 3,135  2,468  666  

前 期 繰 越 利 益 2,030  483  

土地再評価差額金取崩額 ー  △ 5  

当 期 未 処 分 利 益 5,165  2,946  

－ 2 －



比較利益処分案
(単位：百万円)

当    期 前    期

摘     要 (平成17.4～平成18.3) (平成16.4～平成17.3)

当 期 未 処 分 利 益 5,165  2,946  

これを次の通り処分します。

利 益 準 備 金 ー  84  

配 当 金 1,101  831  

(1株につき3.0円) (1株につき2.5円)

次 期 繰 越 利 益 4,063  2,030  

－ 3 －



比 較 貸 借 対 照 表
(単位:百万円)

         資       産       の       部    負    債    及    び    資    本    の    部

  前   期   前   期
   科          目 (平成18.3.31)(平成17.3.31)  増   減    科          目 (平成18.3.31)(平成17.3.31)  増   減

流  動  資  産 107,146 102,585 4,561 流  動  負　債 133,579 174,630 △ 41,050

現 金 ・ 預 金 2,472 2,373 98 支 払 手 形 31,306 30,169 1,136

受 取 手 形 11,301 12,962 △ 1,661 買 掛 金 29,074 32,201 △ 3,126

売 掛 金 20,559 19,420 1,139 短 期 借 入 金 19,380 74,649 △ 55,269

製 品 9,786 9,212 573 １年内返済の長期借入金 40,668 26,711 13,956

半製品・仕掛品 23,874 26,859 △ 2,984 未 払 金 2,253 1,660 592

原材料・貯蔵品 17,137 16,161 975 未 払 法 人 税 等 1,801 2,512 △ 710

前 払 費 用 461 614 △ 153 未 払 費 用 628 661 △ 32

未 収 入 金 5,284 7,715 △ 2,431 前 受 金 2,245 2,371 △ 125

短 期 貸 付 金 15,170 5,923 9,247 その他の流動負債 6,221 3,692 2,528

繰 延 税 金 資 産 264 622 △ 358

その他の流動資産 843 727 115 固   定   負   債 145,774 97,701 48,072

貸 倒 引 当 金 △ 9 △ 9 － 長 期 借 入 金 133,631 87,519 46,111

退職給付引当金 2,956 3,047 △ 90

固  定  資  産 216,790 205,232 11,557 再評価に係る繰延税金負債 7,101 7,101 －

有 形 固 定 資 産 147,142 136,363 10,779 その他の固定負債 2,085 33 2,051

建 物 18,381 18,101 280

構 築 物 1,523 1,630 △ 107

機 械 装 置 24,369 26,885 △ 2,516 負   債   合   計 279,354 272,332 7,021

車 両 運 搬 具 69 91 △ 22

工 具 器 具 備 品 1,762 1,783 △ 20

土 地 96,996 84,975 12,021 資    本    金 20,211 17,278 2,932

建 設 仮 勘 定 4,039 2,895 1,144 資 本 剰 余 金 5,902 3,000 2,902

資 本 準 備 金 5,902 3,000 2,902

無 形 固 定 資 産 186 199 △ 13 利 益 剰 余 金 5,294 2,991 2,303

利 益 準 備 金 129 45 84

投    資    等 69,461 68,669 791 当期未処分利益 5,165 2,946 2,219

投 資 有 価 証 券 13,023 10,419 2,603 土地再評価差額金 10,432 10,432 －

子 会 社 株 式 45,190 45,253 △ 63 株式等評価差額金 2,785 1,816 969

子 会 社 出 資 金 824 824 － 自   己   株   式 △ 44 △ 33 △ 10

長 期 貸 付 金 7,710 3,854 3,856

繰 延 税 金 資 産 507 2,379 △ 1,872

そ の 他 の 投 資 2,276 6,007 △ 3,730 資   本   合   計 44,582 35,485 9,096

貸 倒 引 当 金 △ 71 △ 69 △ 2

資   産   合   計 323,936 307,817 16,118 負債及び資本の合計 323,936 307,817 16,118

  当   期   当   期

－ 4 －



－ 5 － 

(注記事項) 
 

1.有形固定資産の減価償却累計額 (当  期) 163,711 百万円 (前  期) 167,100 百万円

2.保 証 債 務 残 高 (当  期) 24,433 百万円 (前  期) 33,801 百万円

3.土地再評価 
再評価を行った年月日                平成12年３月31日 
再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布  政令第119号）第２条 
第５号によるところの鑑定評価による方法としたが、一部については、同条第３号に 
よるところの土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行う方法としている。 
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 
                          (当  期)  △ 4,989 百万円       (前  期)   △ 4,945 百万円 
 

4.配当制限 
商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 
                          (当  期)   13,211 百万円       (前  期)    12,369 百万円 

 

 



  －  － 
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重 要 な 会 計 方 針 
① 有価証券の評価方法 

時価のある有価証券・・・・・時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、 
(子会社株式を除く)          売却原価は移動平均法により算定) 

上記以外の有価証券・・・・・移動平均法による原価法 

 

②  デリバティブの評価方法・・・・時価法 

 

③ 棚卸資産の評価方法・・・・・・後入先出法による原価法 

 

④ 有形固定資産の減価償却方法 

建物(附属設備を除く) 

機    械    装    置  ・・定額法 

その他の有形固定資産・・・定率法 

  主な耐用年数 

    建    物  ・・・・・・15年～50年 

    機械装置  ・・・・・・12年 

 

⑤ 無形固定資産の償却方法 

自社利用のソフトウェア・・社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 

その他の無形固定資産・・・定額法 

 

⑥ 引当金の計上方法 

貸 倒 引 当 金・・・・・・受取手形、売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため

設定しており、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上している。 

退職給付引当金・・・・・・当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を設けている。これらの制度による従業員

の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき引当金を計上している。 

                          なお、会計基準変更時差異(19,956百万円)については、15

年による均等額を費用処理しており、過去勤務債務及び数

理計算上の差異は、その発生時の従業員の残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定額法により(数理計算上の

差異については翌事業年度から)損益処理している。 

 

  ⑦  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

      外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 



  －  － 
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⑧ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

⑨  ヘッジ会計の方法 

主として、繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約取引については、振当処理

の要件を満たしている場合には振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件

を満たしている場合には特例処理を採用している。 

 

⑩ 消費税等の処理方法 

税抜方式によっている。 

 

 

会 計 方 針 の 変 更 
  固定資産の減損に係る会計基準 

当期より、固定資産の減損に係る会計基準(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書｣(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び｢固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用している。こ

れによる損益に与える影響はない。 

 

 

 

重 要 な 後 発 事 象 
 貸借対照表日後、当社は平成18年４月24日付で2011年満期円貨建転換社債型新株予約

権付社債 150億円を発行した。 



        －   － ８  

 
 
役 員 の 異 動 

（平成１８年６月２９日開催の株主総会および取締役会にて正式決定する予定） 
 

（１）代表取締役の異動  
①退任予定 

                     なが た  こう じ 
取締役 副社長       永 田 公 二        

 
②新任候補 

                     せき た ただ お 
取締役 専務執行役員    関 田 忠 雄       

   
（２）その他役員の異動 
  ①新任取締役候補 

 【新役職】                              【現役職】 
           うえ の じゅんいちろう 

      取締役 常務執行役員       上 野 順一郎       執行役員 
    生産本部名古屋製造所副所長             生産本部名古屋製造所副所長 

  
②新任監査役候補 
 【新役職】                              【現役職】 
        はら  だ てつ  や 
監 査 役               原 田 哲 也           

       (非常勤・社外監査役)                     
  

  
③退任予定取締役 
 【現役職】                             【新役職】 

    なが た こう じ 
取締役 副社長         永 田 公 二           特別顧問 就任予定 
 

    よし  い       ひろし 
取締役 常務執行役員      吉 井   弘           顧  問 就任予定 
 

 
《新任監査役候補略歴》 

原田 哲也（はらだ てつや） 昭和 19年 9月 1日生 広島県出身 
 

昭和 44年 3月  山口大学 経済学部卒 
昭和 44年 4月  住友精密工業㈱ 入社 
平成 12年 6月  同 取締役 
平成 14年 6月  同 常務取締役 
平成 16年 6月  同 顧 問 

住精サービス㈱社長 
住精産業㈱社長 

平成 18年 6月  同 住友軽金属工業㈱ 監査役就任予定 
以  上 

住友精密工業㈱  顧問 
住精サービス㈱  社長 
住精産業㈱      社長 



新経営体制 

 
平成 18年 6月 29日開催の株主総会および取締役会で正式決定する予定です。 
 
１．取締役・監査役   （＊は代表取締役） 
取締役会長＊  藤 井 總 明 
取締役社長＊  桝 田 和 彦 
取 締 役＊  倉 成 武 文 
取 締 役＊  関 田 忠 雄 
取 締 役   可 知 隆 志 
取 締 役   池 本   清 
取 締 役   山 内 重 德 
取 締 役   上 野 順一郎（新 任） 

常任監査役   高 木 邦 昭 
監 査 役   大 矢 達 朗 
監 査 役   和 田 圭 司 
監 査 役   天 本 信 良 
監 査 役   原 田 哲 也（新 任） 

 
２．執行役員の業務分担                         《   は変更箇所》 
執行役員 氏 名 業 務 分 担 〔分 掌〕 

社    長 桝田 和彦  
専務執行役員 倉成 武文 総務部・システム部・人事部・人材開発部統轄 
専務執行役員 関田 忠雄 営業本部・商務部・支店統轄〔営業本部長〕 
常務執行役員 可知 隆志 経理部統轄 
常務執行役員 池本  清 購買部統轄、総務部・システム部・人事部・人材開発部担当 

常務執行役員 山内 重德 
技術部・生産本部・名古屋製造所・千葉製作所・ 
研究開発センター統轄〔生産本部長・名古屋製造所長〕 

常務執行役員 上野順一郎 生産本部名古屋製造所板製造部・生産技術部・設備部担当 
〔生産本部名古屋製造所副所長〕 

執 行 役 員 前川 行弘 生産本部伸銅所担当〔生産本部伸銅所長〕 
執 行 役 員 伊東修二郎 営業本部板営業第一部・板営業第二部・板営業第三部・ 

自動車材料部担当〔営業本部副本部長〕 
執 行 役 員 白石 重和 営業本部伸銅品営業部担当〔営業本部副本部長〕 
執 行 役 員 畑原 純治 経理部担当〔経理部長〕 
執 行 役 員 安藤  誠 研究開発センター担当〔研究開発センター所長〕 
執 行 役 員 三村 重長 営業本部押出材営業部担当〔営業本部副本部長〕 
執 行 役 員 池田  洋 技術部・研究開発センター第四部・研究開発業務室担当 

〔研究開発センター第四部長・研究開発業務室長〕 
執 行 役 員 阿部 和史 購買部担当〔購買部長〕 
 

以 上 
－ ９ － 
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